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常総市職員措置請求の監査結果  

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求人 

 住所 （省略） 

   氏名 （省略） 

   職業 （省略） 

  

 ２ 請求書の提出 

 請求書は，平成２３年１月２６日に提出され，同日受け付けた。 

 

 ３ 措置請求の要旨 

 常総市は，平成２２年４月２日に団体Ａ及び社団法人Ｂと三者協定「常総市

市民討議会２０１０の実施に関する協定」を締結した。この協定書に基づいて，

常総市が１１０,６６８円，団体Ａが１１０,６６６円の負担金を支払っている。 

一方，常総市は，平成２２年４月１日に団体Ａと「市民コミュニティ支援事

業委託契約」を締結し，同事業を委託した。この契約書に基づいて，団体Ａは，

常総市に対して，同年８月６日付けで，市民討議会費用の１１０,６６６円を含

めた４４０,９６７円の７月分の委託料を請求し，同年９月１５日に，常総市は

団体Ａに同額を支出している。 

    この常総市が団体Ａに対して支出した市民討議会費用の１１０,６６６円は，

協定書に定める団体Ａが負担すべき負担金であり，常総市は二重に市民討議会

費用を負担している。 

    したがって，常総市は，団体Ａに対し，この違法行為により負担させられた

１１０,６６６円と，これに対する年５分の利息分の返還を請求するよう求める。 

  

第２ 監査の実施 

 １ 監査の対象事項 

「市民コミュニティ支援事業委託契約」に基づいて，団体Ａは，常総市に対

して，同年８月６日付けで，市民討議会費用の１１０,６６６円を含めた４４０,

９６７円の７月分の委託料を請求し，同年９月１５日に，常総市は，団体Ａに

同額を支出している。 

この常総市が団体Ａに対して支出した市民討議会費用は，協定書に定める団

体Ａが負担すべき負担金であり，常総市は二重に市民討議会費用を負担してい

ることから，団体Ａに対して支出した市民討議会費用及びこれに対する年５分

の利息分の返還を，常総市は，団体Ａに対して請求すべきか。 

 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

    請求人に対して，地方自治法第２４２条第６項の規定に基づき，平成２３年２
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月１４日に証拠の提出及び陳述の機会を設けた。 

なお，同日請求人から本件に係わる新たな証拠４件が提出された。 

 

３ 監査対象部課 

  総務部総務課 

   市民生活部市民協働課 

   産業労働部商工観光課 

   会計課 

 

４ 監査の方法 

 監査に当たっては，対象部課及びその他関係する課から提出された関係書類の

調査を行うとともに，平成２３年２月１４日に市民生活部長，市民協働課長，市

民協働課職員３人から関係職員調査を行った。 

 

 ５ 監査の期間 

   平成２３年１月３１日から平成２３年３月２３日まで 

 

第３ 事実関係の確認 

  関係書類調査及び関係職員調査により確認した事項は，次のとおりである。 

１ 「市民コミュニティ支援事業」について 

「市民コミュニティ支援事業」は，国の緊急雇用対策による「ふるさと雇用再

生特別基金」の補助事業であり，市民協働のまちづくりの推進を目的とした平成

２１年度から平成２３年度までの３ヵ年継続事業である。 

   平成２１年度の事業として，平成２１年５月１日，常総市長と団体Ａは「市民

コミュニティ支援事業委託契約」を締結している。 

また，平成２２年度の事業として，平成２２年４月１日，常総市長と団体Ａは

「市民コミュニティ支援事業委託契約」を締結している。 

この委託契約の第９条第１項において，「団体Ａは，委託事業を実施した当該月

に係る委託事業の業務に要した諸経費及び新規雇用者の給料に相当する額を当該

月の翌月５日までに常総市に請求するものとする。この場合において，当該月の

翌月５日が常総市の休業日である場合は，その翌日以降直近の常総市の業務日ま

でに請求するものとする。」と定められており，同条第２項において，「常総市は，

前項の規定による請求を受けたときは，請求に係る委託事業の実施を確認し，速

やかにこれを団体Ａに支払うものとする。」と定められている。 

さらに，市民コミュニティ支援事業仕様書には，「１市民コミュニティ支援事業

で行う業務は，次のとおりとする。（（１）省略）（２）市民討議会の開催 市民の

意見を市政に反映する市民協働のまちづくり推進に向けて，市民の参画機会を創

出するため討議会を実施する。（（３），（４），２省略）３事業費及び人件費の項目

２事業費 市民討議会の金額１２０,０００円（３６０,０００円×１／３）」と定
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められている。 

 

 ２ 「常総市市民討議会２０１０の実施に関する協定」について 

平成２２年４月２日に，社団法人Ｂと団体Ａ及び常総市は，「常総市市民討議

会２０１０の実施に関する協定」を締結し，同年１０月１６日に「常総市市民討

議会２０１０」は実施された。 

 

３ 「市民コミュニティ支援事業委託契約」に基づく委託料について 

  市民討議会（１１０,６６６円）を含んだ平成２２年７月分の市民コミュニティ

支援事業委託料（４４０,９６７円）については，平成２２年８月６日付で団体Ａ

より常総市に請求書が提出され，同年９月１５日に常総市より団体Ａに対して同

額が支払われている。 

   

 ４ 市民コミュニティ支援事業委託料の精査について 

  常総市は事業の精査を実施し，平成２３年２月１０日付けで，団体Ａに対し，

「平成２１年度市民コミュニティ事業における委託料過払い金の返還について」

及び「平成２２年度市民コミュニティ事業における委託料過払い金の返納につい

て」の文書を送付し，過払い金の返納を請求した。団体Ａは，同年２月２１日に，

平成２１年度分の過払い金請求額と同額の１７９,１２３円と平成２２年度分の

過払い金請求額と同額の１３５,５３１円を常総市に納入した。 

なお，団体Ａより返納された「平成２２年度市民コミュニティ事業における委

託料過払い金」の１３５,５３１円には，平成２２年度市民討議会負担金の１１０,

６６６円が含まれている。 

 

第４ 監査の結果 

監査した結果，本請求については，下記のとおり理由がないものと認めるので，

棄却する。 

 棄却の理由 

常総市が団体Ａに対して支出した平成２２年度市民討議会費用の１１０,６６６

円が，平成２３年２月２１日に常総市に返納されたことにより，本請求の監査対象

事項である事実がなくなったと判断する。 

また，「市民コミュニティ支援事業委託契約書」においては，委託料の返還に係

わる利息分についての条項が明記されていない。 

以上のことから，常総市が，団体Ａに対して支出した市民討議会費用に対する年

５分の利息分の返還を，団体Ａに対して請求することは妥当でないと解される。 

 


